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EU東部地域の地域格差問題とその構造
岡山大学社会文化科学研究科教授 田 口 雅弘
本稿は､EU東部地域の経済格差の現状をEU中心部との比較､また国内における県別の
比較を行い､その構造を明らかにするものである｡ 
1997年 7月に欧州委員会は ｢アジェンダ2000｣を発表した｡これによって､ポーランド
を含む旧東欧 5カ国およびキプロスの先行加盟が準備され始める｡ こうした動きに並行し
て､コソヴオ紛争の深刻化などに伴い､EUは ｢拡大によるEUの安定化｣志向を強めるこ
ととなる｡ 最終的には､2004年に10カ国､2007年に 2カ国が新規に加盟した｡ 
EU東方拡大は､全般的にはEUの政治的･経済的安定化に貢献したが､しかしながら､地
域経済圏拡大はかならず Lもクロスボーダーリージョンの安定化につながっているわけで
はない｡むしろ､EU拡大によって生じた摩擦や対立もある｡ それは､現在EU内で急速に
拡大志向の議論が萎み､｢拡大｣よりは ｢深化｣に重点を置く議論が中心になりつつあるこ
とにも表れている｡ もちろん､その背景には､｢拡大｣が経済圏･文明圏として重要な地域
をほぼ包括しつつあること､EU周辺の政治的混乱が収まりつつあることなどがあるだろ
う｡ しかしその一方で､拡大によって逆に多様性-不安定要素を取 り込んでしまい､その
対応に多くの労力と資金がつぎ込まれて､拡大のメリットが十分に享受できないという｢拡
大疲れ｣を伴った不満もある｡
本稿では､経済格差､経済発達の遅れがどの程度のレベルにあるかを､ポーランドを中
心に統計的に整理し､その構造を明らかにすることによって､クロスボーダーリージョン
安定化を考える上でのひとつの材料としたい｡ 
1.EU内経済格差
まず､EUにおけるポーランド､とりわけEUボーダー地域の特徴を､経済格差の視点か
ら見ていこう｡ 
EU東部地域の第 1の特徴は､経済規模が小さいということである｡ 表 1に示したとおり､ 
2004 U 5 5 .7 7年にE 加盟諸国が1カ国から一気に2カ国へと16倍に増加し､さらに200年にはブ
ルガリア､ルーマニアがこれに加わったが､EU全体のG は10倍､つまり6%しか増加DP .6
していない｡ポーランドがこの新規加盟12カ国に占める比重は､GDPで50%弱､人口35%
強である｡ したがって､ポーランドはこれらの諸国の中で中心的位置を占めているが､EU
経済全体から見れば2%強の比重しかないといえる｡ 2005年に時点では､一人当たりのGDP
が12800ドルとOED諸国の中で最低である 位のルクセンブルグは6, 1｡, C (1 7700ドル) 
1OEC , D l ize206207PrsOEDPbiain, 6p .DOEC hFlulS10-10,ai: C ulctos200,.77
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表1 拡大EUとブルガリア､ルーマニアの経済指標 
(0GDP 人 口 実質成長率 %) 一人当たり5100GDP10億ユーロ) ( EU2-
カ国 , 3 70 5 0.旧加盟15 1029 億80万 1. 183
新規加盟10カ国 56 7400万 - 63.1 
EU25 104 億60万 . 100.0カ国 ,8 4 10 17 
ブルガリア 2 0万 . 3.80 55 21
ルーマニア 8 20 41 4720万 . 3.
EU27 104 億90万 - -カ国 ,9 4 10
米 国 ,0 2 40 32 4.101 億90万 . 185
出所 : 『日本経済新聞』2006年 9月27日号｡ 
EU東部地域の第 2の特徴は､EU中心部との大きな格差である｡ 図 1は､2003年におけ
るEU諸地域の一人当たりGDPを NUTS2レベルで見たものである｡ この図からも明らかな
ように､一人当たりGDPが16,000ユーロ以下の地域は､2004年EU加盟諸国の諸地域､イタ
リア南部､ギリシャ､ポル トガルに広がっているが､特にEU東部地域にGDPが低い地域が
広範囲に広がっていることがこの図からわかる｡
表 2は､2002年のEU25カ国 (2007年に加盟した 2カ国は除く)の一人当たりGDPを地域
別にみたものである｡ この表に示 したとおり､下位には2004年に加盟した諸国が並んでお
り､また下位 5地域のルプリン県､ポ トカルパチェ県､ヴァルミア ･マズーリ県､ポ ドラ
シェ県､シフェンテイクシシ県は､いずれも ｢東の壁｣と呼ばれるポーランド東部地域で
ある｡ 最上位のロンドンと最下位のルプリン県を比較すると､域内格差は10倍近 くである
ことがわかる｡ 
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図1 EUにおける一人当たりGDP (2003年) 
(購買力平価ベース NUTS2レベル 単位 :ユーロ)
74
117 3p,.7016001TeazLauTSEue.FpeEissonoEuropea出所 : nCmmi , wo l l mstY boo , .h b k2 200
EU東部地域の地域格差問題とその構造 田口 雅弘
表2 2002年のEU25-人当たり地域別GDP 
(購買力平価 EU25-100)
上 位 10地 域 下 位 10地 域
 
1 ロンドン市 (UK) 315 1 ルプリン県 (PL) 32
 
2 ブリュッセル首都地域 (BE) 234 2 ポ ドカルパチエ県 (PL) 33
 
3 ルクセンブルグ 213 3 ヴアルミア .マズーリ県 (PL) 34
 
4 ハンブルグ (DE) 188 4 ポドラシエ県 (PL) 35
 
5 イル-ドニフランス (FR) 176 5 シフエンテイクシシ県 (PL) 36
 
6 ウィーン (AT) 174 6 エシヤク .マジヤルオシャグ (HU) 37
 
7 バオ クッ スフォードシヤー州ー シャー州､ (K) 6 P) 7
キンガムシヤー州､ U 12 7 オポーレ県 (L 3

8 ボルツアーノ自治県 (ⅠT) 160 8 エシャグ .アルフォル ド (HU) 38
 
9 ス トックホルム (E 18 9 ヴイホドネ. S) 3
S) 5 スロヴエンスコ (K 9
出所 : e`inlD ecpti hE2.D ecpti 2agdfo 2RgoaGPpraianteU5GPpraian200rne rm3
%ofhE2aeaenLblkeo1/i eLno'Ez0tt w Rlaete U5vrgi uesit350onInnrodn, u1SaNes ees
1320,a.5200.p../05Jm2, 5 1
この格差は､EU東部地域が半世紀にわたり社会主義体制を維持 していた結果でもある
が､歴史的にはもともと経済格差は大きかった｡1929年のヨーロッパ主要諸国の-人当た

りの農 ･鉱工業生産額を比較 したものである｡ ポーランドは､農 ･鉱工業全体では､ルー

マニアとほぼ同じ水準で､フランスの33.2 466
5%､ ドイツ､イギリス ･アイルランドの3.%

のレベルである｡ また､鉱業のみを見ると､イギリス ･アイルランドの118%､フランス
.5

の126%の水準であった 2｡ 第二次世界大戦後､社会主義体制下の重工業化で格差はむしろ
.0
縮まり､その後オイルショック以降の世界経済構造変革で再び格差が広がったが､体制転
換とEU加盟により再度キャッチアップが始まったといえる｡ 
EU東部地域の第 3の特徴は､当面の成長率は高いが､EU内でのキャッチアップに要す
る期間は極めて長期にわたるということである｡
表 3は､EU25カ国の一人当たりGDPを100とした場合の各国の水準を時系列に見たもの
199- 7 ｡例えばポーランドは､ 1 6 7 2(である ( 7200年) 200年の4.1から200年の52. 予測値)へ
と改善している｡ また､他の旧中欧諸国 ･バル ト諸国も軒並み同じような傾向を示してい
る｡ また､表 4に示したように､EU新規加盟諸国のGDP実質成長率はおおむねEU諸国平
均より高く､この傾向が持続すれば､格差は縮小するトレンドにある｡
ポーランド経済のキャッチアップを主導するのは､外資である｡ 外資の分析は本章の課
題ではないが､近年のポーランドの高度成長と生産設備近代化､輸出を支えているのは主 
2GU, j 1Cnksaytcn 99WasaaGS13,.7
SMayz0Zl ttsyzy13, rzw:U,99p6. 
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に外資といえる｡ また､外国直接投資がポーランドとチェコの国境を挟む広い地帯に集中
して産業集積が進んでおり､こうした状況はポーランドのキャッチアップを促進する良い
環境を生み出している｡
表3 新規加盟諸国の一人当たりGDP
国 名
1998 
一人当たりGDPEU25-100
2001 2004 2007
エス トニア 39.2(e) 42.2 51.2 62.1(∫)
キプロス 79.1(e) 82.9 82.8 85.4(∫)
スロヴアキア 47.0(e) 48.0 51.9 58.3圧)
スロヴユニア 71.6(e) 73.9 79.1 84.2(∫)
チェコ 65.4(e) 64.9 70.3 76.5(∫)
ハンガリー 50.7(e) 55.8 60.1 64.5(∫)
ポーランド 44.9(e) 46.1 48.8 52.2圧)
マルタ 76.7 74.0 69.2 67.4(∫)
ラトビア 33.2(e) 37.1 42.8 52.1圧)
リトアニア 38.4(e) 40.2 47.8 55.2(∫)
ブルガリア 25.9(e) 28.0 30.6 34.5圧)
注 :(e)一推定値､ (f)一予測値 出所 :Eurostat,EumstatYeaTbook2UO5,2006.より抜粋｡
表4 新規加盟諸国のGDP実質成長率
国 名 GDP実質成長率 (%)
1995 1998 2001 2004 
EU25 - . 11 .平均 25 . 17
エス トニア 27 . 22 .(). 41 . 14∫
キプロス 80 . 25 .. 37 . 08
スロヴアキア 77 . 3 .. 32 81
スロヴユニア 54 . 21 .. 35 . 38
チェコ - 0 . 420. 45 .
ハンガリー 31 . 24 .. 57 . 65
ポーランド - . 0.0 5467 .
マルタ - - 0.0 0.0
ラ トビア 00 . 1. 77. 59 00 .
リトアニア 0. 1. 59 .0 33 . 45
ブルガリア 0. 10. 83 .()0 0 . 71∫
ルーマニア 72 43 . 71(∫. -. 91 . )
注 :(f 出所 :Ersa, u 由tYaT k200, 6より抜粋｡)一予測値 uottEms elboo 15200.
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もっとも､例えばポーランドの場合､仮にEU全体が長期的に 2%の低成長にとどまり､
かつポーランドが現在の高度成長 (仮に 4%)を数十年維持できたと仮定しキャッチアップ
のシミュレーションをしたところ､EU平均に追いつくのは3年先になる 
数年の トレンドで格差が縮小する方向に向かっているとはいえ､格差が解消するまでには
相当の年月を必要とするであろう｡ 
EU東部地域の第 3の特徴は､失業率の高さである｡ 図3に示したとおり､リトアニア､
7 (図2参照)｡ここ
ポーランド､スロヴァキア､旧東 ドイツ地域で高い失業率が確認できる｡ 特に若年層 42-51(
｡
5 8
1%上 を切った｡
200 3% OECD歳)の失業は深刻で､ポーランドでは 年において と 諸国の中でも最高であ
EUる ただし､この傾向は急速に改善しつつある イギリスをはじめとする一部の 諸国3 ｡
が無条件で域内労働力の受け入れを認めており､毎年イギリスだけで数十万人のポーラン
7200また､外資の流入も順調で､ 年後期には失業率は実質
0
ド人労働者を受け入れている｡
図2 ポーランド経済キャッチアップのシミュレーション 
.-.-
_一一一一一一一一一一一一 
___一一一一一一一一一一一一一一一一r~
005123 ノ 
5
0
5EU2
期状態5から出発し年 4%で成長すると仮定する｡
欧諸国全体の発展は､その規模が比較的小さいことから無視する｡
出所 : 筆者作成｡ 
EU東部地域のその他の特徴として､R&D投資の低さ､エネルギー集約性の高さなどあげ
られる｡ EUにおけるポーランドの位置を､EU2を100として比較すると､上記の経済規模､
注 : のGDP平均を100とし年 2%で成長すると仮定する｡ 一方､ポーランドは初
横軸は年数｡この場合､他の中
5
5
経済格差､失業率に見られる特徴のほか､R&D投資がEU2平均の 3分の 1､EUターゲッ
トの 4分の 1であること､エネルギー集約度がEU2平均の 3倍に達することなどを読み取
ることができる4｡ 
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図3 EUの地域別失業率 (2004年) 
(NUTS2レベル 単位 :%)
7P0E 1uzissonoEuropeanCmmi , ,200, 
このように､ポーランド､およびEU東部地域は､近年急速に成長しているものの､今後
も長期間にわたって続くと思われるEU内での経済格差と､その是正を阻害する失業､低水
準の開発投資､エネルギー効率の悪さなどの構造的問題を抱えている現状が､統計的に確
認できる｡ 
出 所 : elhFli eartaS0TSE 1ue uz. tY 70-book2m6
6.13p.
15
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2.国内経済格差
ポーランド政府の体制転換期における新自由主義的経済戦略は､経済安定化と持続的経
済成長軌道-の復帰という点では大きな成果を上げた｡1992年にはGDP成長がプラスに転
じ (+.%) 4 199年頃から本格的26 ､199年からは年率 5%程度の高度成長を達成 している｡ 5

外資参入が始まり､大量の資金が国内に流れ込んだ｡ 0 .4 2000
199年代後半は平均成長率57%､ 
年代前半は平均成長率3.0 18年代の国家破産的な経済状況1%の高度成長を達成しており､90
から奇跡的な回復を果たした (図 4参照)｡こうした経済高度成長に伴い､富裕層､豊かな
中間層が形成された｡
図4 ポーランドにおける失業率およびGD成長率 199- 5P ( 0200年) 
E:≡ヨGDP成長率 一 ･･失業率(右の尺度)
注 : 1)2005年のデータは､仮の評価である｡ 
2)失業率は､古い方法論に従う｡ ILOの方法論に従うと､現在の実際の失業率は
約 2ポイント高い｡ 
3)期間 : 09年 -ショック" ､199-7199-3 療法" 49年-ポーランドのための戦略 ､ 
1998200年一過度の冷却､200-4- 1	 20年一国家財政改革プログラム｡ 
4)黒い棒グラフは景気後退期｡2002年が前 ･後期に分かれているのは､コウオ
トコ蔵相が後期から就任したことを示すため｡
出所 :	 G.コウオトコ (高田公訳)｢ポス ト共産主義の大変革と不確実な世界の将来｣､

､第1号､200 6
『比較経済体制研究』 3 6年､p.3.

一方で､体制転換に伴うスクラップ ･アンド･ビル ドにより､失業の増大が大きな社会
問題になった｡また､大きな所得格差によって ｢新富裕層 (ニューリッチ)｣と ｢新貧困層 
(ニュープア-)｣という社会層が誕生 した｡このうちニュープアーは､転換ショックによ 
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一時的貧困者｣ではなく､救済の困難な ｢恒常的貧困者｣(失業者の2-5る ｢ %を占め､主03
に学歴が低 くアルコール常飲者が多い)である｡ 学費の高騰によって､こうした構造が世
代間で固定化する兆候もある｡ ポーランド国内における経済格差問題は､E域内経済格差
と並んで､体制移行期を経た新生ポーランド社会の大きな課題として浮上してきている｡
U
199 999年のジニ係数は 31-6 03.
欧諸国と比較しても高い数値を示している (チェコ､ハンガリーはそれぞれ 
まず､ポーランドのジニ係数を見てみよう｡ で､周辺の中
また､)502. 5｡
0891 年代後半､199年代前半と比較 しても徐々に格差が広がってきていることがわかる｡
ポーランドのジニ係数は､世界的レベルで見ると伝統的にジニ係数が高い米国やイギリス
よりは低 く､ポーランドの数値は必ずしもポーランドの後進性を示すものではない｡ただ
し問題なのは､経済が高度成長を続けていく中で所得格差が広がる経済構造､経済メカニ
ズムがどうなっているかである｡
0
UEポーランド国内の経済格差生み出している構造的背景には､｢ 加盟 
というベクトルと ｢体制転換 (社会主義から資本主義-)｣というベクトルの乱蝶がある｡
この 2つのベクトルのクロスオーバーによって､ポーランドの政治､経済に様々な乱蝶が
生じているといえる｡
｣(欧州-の回帰)
その乱蝶のひとつは､｢ 
様々な歪みが生じているということである｡
UE加盟｣を急いだことにより ｢体制転換｣プロセスが圧縮され､
Uもし､E加盟を遅らせ憤重な改革に取り組ん
だとしても､もっと良い改革ができたという保証はないという反論はあるだろう｡ また､改
革のテンポが速かったからこそ､改革の成功を見込んだ外国直接投資が急速に伸びたこと
Uは否定しない｡しかしながら､E
難な課題が山積みされたまま残される結果となったこともまた事実である｡ そして､この
加盟を急いだ結果､経済 ･社会に多くの歪みが生じ､困
U積み残された課題をいかに解決するかが､E加盟を果たした今､政権にとって生命線と
なっている点は注目しなければならない｡
積み残された課題とは､急速な産業構造転換による歪み､高失業率､財政赤字､などである｡
通常､産業構造の変化は個別産業の競争状態､需給関係､市場価格の変化によって促進
されるので､全ての産業分野で同時進行的に急激にリス トラが進むことはまれである｡ し
Uかしポーランドの場合は､E加盟候補国の加盟準備進展度をはかる基準である民営化度や
市場自由化度を早期に改善し､さらには国家財政赤字を縮小する目的で､国営企業売却や
産業構造調整に過度の ドライブをかけた｡その結果､農業を含む多くの分野で ｢スクラッ
プ｣が一斉に進んだが ｢ビルド｣がそれに追いつかず､深刻な構造的失業を生み出す結果
となった｡加えて､産業構造調整にドライブをかけたといっても､まだ石炭産業や国鉄と
いった巨大産業のリス トラが積み残されたままである｡ 外資系企業の生産が軌道に乗って
Uきたことで輸出が伸び､全般的に生産は伸びてきているものの､E加盟優先政策によって
産業構造に生じた歪みは大きい｡
広範囲にわたって展開されたリス トラは､大量の失業者を生み出した｡体制転換以降､特
0に地方都市や農村部で大量の失業者が生まれ､2000年代に入っても失業率は約2%の水準 
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04
200 1%に高止まりし､ 年頃から低下傾向は見られるものの､いまだ を超える水準である｡
0199とりわけ､地方都市･農村部､低学歴･非熟練労働者の失業が深刻である この構造は｡
年代も現在も基本的に変わっておらず､｢ハー ドコア｣の失業として社会に深刻な影響を与
えている｡ 加盟によるグローバルな競争の流入は､こうした層にさらに打撃を与えるもUE
92.

ので､この失業構造は､地域の発展にとって重い足かせとなっている｡ 
200年の県別失業率をみると､北東部国境に位置するヴァルミア･マズーリ県の2 %が4

際立っている｡他方､投資が集中しているマゾフシェ県では1 %である｡47.

15報酬を見てみると､マゾフシェ県はヴァルミア ･マズーリ県の約 .
また､平均月額
倍である6｡ 表5は経理
主任と会計士の月給を都市ごとに比較したものだが､ここからも投資が集中する地域と取
り残された地域との給与格差が大きいことがわかる｡
また､県別のGDPを比較すると､格差はさらに大きいことがわかる｡ 
億ズウオティ)とポ トラシェ県 87.

4

1
74.
2
( 億ズウオティ)の格差は 倍､ 
200年においてマ
1029.
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4

ティ)の格差は 倍である
 
るわけではない｡図 6は縦軸に2000年を100とし､200

22.
 (図 5参照)7｡ ただし､格差拡大の傾向がさらに加速されてい
年の県別一人当たりGDPの伸び率を
4
100 GDP GDPとして県ごとの平均-人当たり との格差を見たものである 円の大きさは県の｡
の規模を表している この表からは､ザホドニヨポモージェ県を例外として､豊かな県と貧｡
GDP 2000しい県の 成長の格差が､必ずしも大きくないことがわかる つまり､ 年代に入って｡
横軸は､200

地域格差はまだまだ大きいものの､格差拡大に歯止めがかかりつつあることが読み取れる｡
表5 経理主任 ･会計士の月給
年時点においてポーランド全体の一人当たりGDP平均を示したものである｡
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図5 県別GDP (2004年)
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さらに､ポーランド経済をけん引している優良企業を取 り上げてみると､格差の現状は
いっそう鮮明になる｡ ワルシャワおよびワルシャワ周辺地区､ポーランド南西部の経済特
別指定地区には集中的に外資が流入して､自動車､電気 ･機械産業の集積地が形成された
ものの､大半の地方都市や農村は改革から取 り残されている｡ 優良企業500社の地域別分布
6
1
をみると､総収入見ても雇用数数を見ても､首都ワルシャワがあるマゾフシェ県が全体 (

県)の過半数を占めており､産業集積が進むシロンスク県と合わせて 7割程度を占めている8｡

現在約1
9
一方で､農村における貧困は深刻である｡ 万人いる農民のうち､EUの中で採0
算のとれる農民として生き残っていけるのは3万人と試算されている 
ター調べ)｡1 年には全国平均の .倍あった農村居住者の家計収入は､2000年には 
0
6
1
1
9
8
9

(全国農業普及セン
9
06.
に減少してしまった9｡ もちろん､EUや各種基金の支援により近代化を図った一部の大規
模農業生産者 (果実 ･野菜生産を含む)たちが､競争力を持った新しい経営層として立ち
上がってきたことは注目すべきだろう｡ この新しい経営層は､既に国内の農産物生産の約
半分を担うまでに成長した｡しかしそのことは､農業生産者の中でも埋めがたい構造的格
差が定着してきたことを意味する｡
国家財政の赤字も深刻である｡ 財政赤字の対GDP比は 3%を大きく上回っており､緊縮
財政を目指した来年度予算でさえ､大幅な赤字を織 り込まなければならない状態である｡ 財
政赤字の対GDP比を 3%抑え､できるだけ早く単一通貨ユーロ導入を図ることが､外資の
さらなる流入を促進しポーランド経済の活性化を促進するという議論もあるが､一層の緊
縮財政は､上記の諸問題の解決をさらに先延ばしにすることになるであろう｡
こうした経済 ･社会状況は､政党の支持率や国会選挙結果に反映されている｡ 0199年代
後半にEU加盟をお膳立てした旧 ｢連帯｣系も､それに続いて2000年代前半の政治を担いEU
加盟を果たした左翼も今は支持を失い､その後広く国民の支持を集めたEU加盟推進派で自
5
由市場支持派の ｢市民プラットフォーム｣も勢力を伸ばせず､200
年の大統領選挙､国会
総選挙では中道右派の ｢法と正義｣が大きく台頭した｡自由化､EU加盟という大義名分の
裏で次第に蓄積された歪みが国内の経済 ･社会政策を置き去 りにした政府に対する不満と
して表面化したといえる｡
7
ただし､200年に入って様々な経済状況が急速に改善しているので､データが揃った時点
で､改めて経済状況を分析する必要がある｡ 先走って印象を述べれば､外資による対内直
接投資の効果と失業率の低下､EU諸国経済の堅調な推移 (特にイギリス経済の好調とドイ
ツ経済の好転)およびEU構造基金の投下によって､様々な経済指標が大幅に好転し始めて
いるといえる｡ 
3
8優良企業500社の総収入を見ると､マゾフシェ県5
 3
%､シロンスク県1%で､この 2つの
県で全国の66%を占めている｡ また､ 優良企業500社の雇用者数を見ると､マゾフシェ県 
3
5
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%､シロンスク県1%で､この 2つの県で全国の7%を占めている｡ 
wnyU S , ks 200,Wa waGUSを基礎に算出｡
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農村の家計収入の推移は全国平均を とすると､1 年 -.､199年 - ､199年-
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まとめにかえて
本稿では､ポーランドを中心に､EU域内と国内格差の現状を統計的に整理した｡EU域
内格差は､南北間､東西間､ボーダー地域に広く存在しているが､とくにEU東部ボーダー
地域とEU中心部の格差が大きい｡所得格差は､安価な労働力を求める直接投資にとって必
ずしも不利な条件ではない｡また､グローバル化が進む中で格差が生じるのはやむをえな
い｡しかしながら､EU東部ボーダー経済の未発達は､EU東部 トランスボーダー･リージョ
ンにおける経済協力関係の進展を阻害し､この地域の不安定要因になりかねない｡
この格差はさらに､体制転換プロセスにおけるスクラップ ･アンド･ビルドによって増
幅された｡本稿で見たように､この国内格差は構造的であり､当初は二極化の方向で固定
化するように見えた｡しかし､2005年以降国内格差はわずかながら収束の傾向を示してい
る｡ 格差縮小の要因は､トリクルダウン効果､EU構造基金の効果､などであるが､今後詳
細な研究が必要である10｡
また､次のステップとして､EUと東部ボーダーで隣接する諸国との経済格差分析が必要
である｡ もしEU東部ボーダー地域が経済的に安定してきたとしても､ロシア･カリ一二ン
グラー ド､ベラルーシ､ウクライナなどの北東部EUの外にあるボーダー諸国との格差が広
がれば､EU-の不法労働力流入や難民流入といった新たな問題が生じる｡ 実際に､2006年
にポーランド･ベラルーシ間の国境地帯を調査したところ､EU国境の通行は2004年以前と
比べて厳しくなっており､一方 トランスボーダー･リージョンの協力事業は後退していた｡ 
EUに接する東部周辺諸国に関しては､地域レベルでのGDP､生産構造､貿易､所得な
どの資料が入手できず､クロスボーダーリージョンの効果を統計的に把握することはでき
なかった｡しかしながら､全般的な現地調査から､大きな経済効果が見込めないことが明
らかになった｡その中心的理由は､低い経済水準であり､また経済制度の違いや民主化に
対する対応の違いも経済協力の大きな阻害要因となっている｡ さらに､EU･ロシア間の政
治的対立を端緒とした経済摩擦､EUのエネルギー供給がロシアに過度に依存すること-の
警戒感､EU東部 トランスボーダー･リージョンへの外資の消極的な進出､この地域の交通
インフラの未発達､なども阻害要因としてあげられる｡
体制転換当初は､ トランスボーダー ･リージョンの設立が格差是正のきっかけとなるこ
とが期待されたが､結局は経済格差が トランスボーダー ･リージョンの協力発展を阻害し
ている｡ むしろ逆に､EU構造基金等でこの地域の成長を促すことが､ トランスボーダー ･
リージョンの協力を進展させるきっかけを作ると考えられる｡ そうした点から､今後EU構
造基金等の効果を注意深く観察していくことが重要である｡ 
10参照‥田口雅弘 ｢ポーランド欧州総合委員会評価レポー ト｢ポーランドEU加盟の 4年間｣ 
(要約とコメント前半)､『 第4巻第 2号､200年 9月､p.96.｣ 岡山大学経済学会雑誌』: 0 8 p4-0
および同 ･後半 (『岡山大学経済学会雑誌』､第40巻第 3号､2008年12月 ･予定)｡ 
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